
　〔付　予算に関する説明書・積算内訳書〕

大 田 原 市

NO.5資料

　令和２年度

　大田原市下水道事業会計予算書
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　　　令和２年度大田原市下水道事業会計予算　

第１条　令和２年度大田原市下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。             　

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

公共下水道事業、特定環境保全公共下水道事業及び農業集落排水事業

（１） 排水戸数                              　 戸

（２） 年間総処理水量                               　 ㎥

（３） 一日平均処理水量                                 　 ㎥

（４） 主な建設改良事業                                                            　

イ．管渠等建設改良事業

公共設置型浄化槽事業

（１） 設置基数 基

（２） 主な建設改良事業                                                            　

イ．浄化槽建設改良事業

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。    

       　収　　　　　入  

第１款

       　支　　　　　出  

第１款

　

       　収　　　　　入  

第１款 千円

千円

千円

千円

千円

千円

       　支　　　　　出  

第１款 千円

千円

千円

1,558

88,353 千円

　本的収支調整額 28,993千円、引継金等 248,743千円及び当年度分損益勘定留保

　資金456,264千円で補てんするものとする。）。

資　本　的　支　出 1,363,000

  第１項 建 設 改 良 費 645,609

  第２項 企 業 債 償 還 金 717,391

  第５項 他 会 計 補 助 金 66,658

  第２項 他 会 計 負 担 金 39

  第４項 国 庫 補 助 金 181,439

  第３項 工 事 負 担 金 27,764

第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資

　本的支出額に対し不足する額 734,000千円は、当年度分消費税及び地方消費税資

資　本　的　収　入 629,000

  第１項 企 業 債 353,100

  第３項 特 別 損 失 15,575 千円

  第４項 予 備 費 1,000 千円

　（資本的収入及び支出）

1,606,520 千円

  第２項 営 業 外 費 用 177,905 千円

  第３項 特 別 利 益 1 千円

下 水 道 事 業 費 用 1,801,000 千円

議案第１３号　

　（総　則）                                                                            　

　（業務の予定量）                                                                      　

17,860

4,235,630

  第１項 営 業 収 益 756,188 千円

  第２項 営 業 外 収 益 1,274,811 千円

11,604

535,424 千円

　（収益的収入及び支出）                                                                　

下 水 道 事 業 収 益 2,031,000 千円

  第１項 営 業 費 用
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　（特例的収入及び支出）

第４条の２　地方公営企業法施行令（昭和２７年政令第４０３号）第４条第４項の

　規定により当該事業年度に属する債権及び債務として整理する未収金及び未払金

　の額は、それぞれ88,961千円及び200,866千円である。

　（債務負担行為）

第５条　債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと

　定める。

　定める。

　（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

　なければならない。

　る金額は、856,196千円である。

事 項 期   間 限 度 額

                           大田原市長    津 久 井　富 雄

第６条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと

第８条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおり

第９条　次に掲げる経費については、その経費の金額をそれ以外の経費の金額に流

  用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経

第１０条　下水道事業の財源に充当するため、一般会計からこの会計へ補助を受け

　（１）職員給与費 127,817 千円

 （他会計からの補助金）

　（予定支出の各項の経費の金額の流用）

千円

普通貸借
又は

証券発行

　（一時借入金）

　（１）営業費用及び営業外費用の間の流用

　と定める。

第７条　一時借入金の限度額は、300,000千円と定める。

公共下水道事業 102,900

特定環境保全公
共下水道事業

　（企業債）

起債の目的 限度額 起債の方法

令和２年度水洗便所改造資金融
資あっせん利子負担金

令和２年度から
令和６年度まで

貸付残高の年3.5/100に相当
する額

利  率 償還の方法

  　令和２年３月２日 提出

173,700

流域下水道事業 21,800

特定地域生活排
水処理事業

54,700

計 353,100

　5.0％以内
（ただし、
利率見直し
方式で借り
入れ、10年
後に利率見
直しを行っ
た後におい
ては、当該
見直し後の

利率）

  政府資金については、その

融資条件により、銀行その他

の場合にはその債権者と協定

するものによる。

　ただし、財政の都合により

据置期間及び償還期間を延長

し、短縮し、若しくは繰上償

還、又は借換えすることがで

きる。
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予算に関する説明書
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令和２年度大田原市下水道事業会計予算実施計画書

収　　　　入 （単位：千円）

予　定　額 備　　　　　　　　　考

1 2,031,000

1 756,188

1 下 水 道 使 用 料 730,000 下水道等使用料

2 他 会 計 負 担 金 23,820 一般会計負担金

3 その他の営業収益 2,368 手数料、雑収益

2 1,274,811

1 受取利息及び配当金 1 預金利息

2 他 会 計 補 助 金 789,538 一般会計補助金

3 長 期 前 受 金 戻 入 484,494 長期前受金収益化額

4 資 本 費 繰 入 収 益 1

5 雑 収 益 777

3 1

1 過年度損益修正益 1

2,031,000

支　　　　出 （単位：千円）

予　定　額 備　　　　　　　　　考

1 1,801,000

1 1,606,520

1 管 渠 費 90,505

2 ポ ン プ 場 費 32,365

3 処 理 場 費 81,050

4 浄 化 槽 費 95,635

5 流 域 下 水 道 費 245,411 北那須流域下水道維持管理負担金

6 総 係 費 119,805 職員費(10人)、委託料、通信運搬費

7 減 価 償 却 費 939,061 固定資産減価償却費

8 資 産 減 耗 費 2,688 固定資産除却費

2 177,905

1 支 払 利 息 163,305 企業債利息

2
消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

14,500 消費税及び地方消費税納付金

3 雑 支 出 100

3 15,575

1 固 定 資 産 売 却 損 1

2 そ の 他 特 別 損 失 15,574 法適用初年度における引当金等

4 1,000

1 予 備 費 1,000 予備費

1,801,000

予 備 費

支　　出　　合　　計

特 別 損 失

収益的収入及び支出

款　　項　　目

下 水 道 事 業 収 益

営 業 収 益

営 業 外 収 益

特 別 利 益

収　　入　　合　　計

款　　項　　目

下 水 道 事 業 費 用

営 業 費 用

営 業 外 費 用
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収　　　　入 （単位：千円）

予　定　額 備　　　　　　　　　考

1 629,000

1 353,100

1 企 業 債 353,100 建設改良工事に充てる企業債

2 39

1 他 会 計 負 担 金 39 一般会計負担金

3 27,764

1 工 事 負 担 金 27,764 受益者負担金及び分担金

4 181,439

1 国 庫 補 助 金 181,439 社会資本整備総合交付金等

5 66,658

1 他 会 計 補 助 金 66,658 一般会計補助金

629,000

支　　　　出 （単位：千円）

予　定　額 備　　　　　　　　　考

1 1,363,000

1 645,609

1 管 渠 等 建 設 改 良 費 535,424 職員費(5人)、工事請負費

2 浄化槽建設改良費 88,353 工事請負費

3 流域下水道建設負担金 21,832 北那須流域下水道建設負担金

2 717,391

1 企 業 債 償 還 金 717,391 企業債元金償還金

1,363,000

款　　項　　目

資 本 的 支 出

建 設 改 良 費

企 業 債 償 還 金

支　　出　　合　　計

収　　入　　合　　計

資本的収入及び支出

款　　項　　目

資 本 的 収 入

企 業 債

国 庫 補 助 金

他 会 計 補 助 金

他 会 計 負 担 金

工 事 負 担 金
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千円

1 業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益 223,578

減価償却費 939,061

長期前受金戻入額 △ 484,494

受取利息及び受取配当金 △ 1

支払利息 163,255

固定資産除却損 2,688

未収金の増減額（△は増加） △ 1,828

未払金の増減額（△は減少） △ 9,899

引当金の増減額（△は減少） 6,371

小計 838,731

利息及び配当金の受取額 1

支払利息 △ 163,255

業務活動によるキャッシュ・フロー 675,477

2 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 546,063

国庫補助金等による収入 165,011

一般会計からの補助金等による収入 24,030

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 357,022

3 財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための
企業債による収入 314,500

建設改良費等の財源に充てるための
企業債の償還による支出 △ 717,390

一般会計からの補助金等による収入 64,017

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 338,873

資金増加額（又は減少額） △ 20,418

資金期首残高 360,648

資金期末残高 340,230

令和２年度 大田原市下水道事業会計
予定キャッシュ・フロー計算書

（令和2年4月1日から令和3年3月31日まで）
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                 給　　与　　費　　明　　細　　書

　１ 総　括 （単位：千円）

特別職
（人）

一般職
（人）

損益勘定
支弁職員

0
(2)
8

資本勘定
支弁職員

0 5

合　計 0
(2)
13

損益勘定
支弁職員

－ －

資本勘定
支弁職員

－ －

合　計 － －

損益勘定
支弁職員

－ －

資本勘定
支弁職員

－ －

合　計 － －

※ 職員数欄の括弧書きは、短時間勤務職員の人数を外書き。

　ア 会計年度任用職員以外の職員 （単位：千円）

特別職
（人）

一般職
（人）

損益勘定
支弁職員

0
(1)
8

資本勘定
支弁職員

0 5

合　計 0
(1)
13

損益勘定
支弁職員

－ －

資本勘定
支弁職員

－ －

合　計 － －

損益勘定
支弁職員

－ －

資本勘定
支弁職員

－ －

合　計 － －

※ 職員数欄の括弧書きは、短時間勤務職員の人数を外書き。

－ － －

比

較

－ － － － － －

－ － － － － －

区　分
職　員　数 給　　　　　与　　　　　費

法定福利費 合　計 備　考
報　酬 給　料 職員手当 計

本
年
度

0 34,011 25,486 59,497 16,995 76,492

－ － － － － －

前
年
度

－ － － － － －

－ － － － － －

－ － －

0 23,404 14,734 38,138 11,658 49,796

比　    較 － － － － －

40,220 97,635 28,6530 57,415 126,288

前　年　度 － － － － －

本　年　度 1,879 1,548 3,438 0 0

－

区　　　分
時間外勤務
手      当

管理職手当 地域手当 宿日直手当
管理職員特
別勤務手当

比　    較 － － － － －

－

特殊勤務
手    当

本　年　度 1,977 17,397 12,656 1,375 0 102

職 員 手 当

の 内 訳

区　　　分 扶 養 手 当 期末手当 勤勉手当 通勤手当 住居手当

前　年　度 － － － － －

－ － － － － －

－ － － －

比

較

－ － － － － －

－ －

－ － － － － －

－ － － －

11,658 49,796

1,077 57,415 40,372 127,817

前
年
度

－ － － － － －

－ －

備　考
報　酬 給　料 職員手当 計

本
年
度

1,077 34,011 25,638 60,726

区　分
職　員　数 給　　　　　与　　　　　費

法定福利費 合　計

17,295 78,021

98,864 28,953

0 23,404 14,734 38,138
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（単位：千円）

　イ 会計年度任用職員 （単位：千円）

特別職
（人）

一般職
（人）

損益勘定
支弁職員

0
(1)

資本勘定
支弁職員

－ －

合　計 0
(1)

損益勘定
支弁職員

－ －

資本勘定
支弁職員

－ －

合　計 － －

損益勘定
支弁職員

－ －

資本勘定
支弁職員

－ －

合　計 － －

※ 職員数欄の括弧書きは、短時間勤務職員の人数を外書き。

比　    較 － － － － －

本　年　度 0 0 0 0

前　年　度 － － － － －

0

比　    較 － － － － －

区　　　分 管理職手当 地域手当 宿日直手当
管理職員特
別勤務手当

比

較

－ － － － － －

－ － － － － －

－ － － － － －

－ － －

－ － － － － －

比　    較 － － － － －

区　分
職　員　数 給　　　　　与　　　　　費

法定福利費 合　計 備　考
報　酬 給　料 職員手当 計

本　年　度 1,879 1,548 3,438 0 0

前　年　度 － － － － －

－ － － － －

区　　　分
時間外勤務
手      当

管理職手当 地域手当 宿日直手当
管理職員特
別勤務手当

比　    較 －

－

時間外勤務
手      当

職 員 手 当

の 内 訳

区　　　分 期末手当 勤勉手当 通勤手当 住居手当

前
年
度

－ － － － － －

職 員 手 当

の 内 訳

区　　　分

特殊勤務
手    当

本　年　度 152 00

－

0 0 0

前　年　度 － － － － －

扶 養 手 当

－

本
年
度

1,077 0 152 1,229 300 1,529

－ － － － － －

1,077 0 152 1,229 300 1,529

－ －

期末手当 勤勉手当 通勤手当 住居手当
特殊勤務
手    当

本　年　度 17,245

－前　年　度 － － － － －

扶 養 手 当

1,977 12,656 1,375 0 102
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　２ 報酬、給料及び職員手当の増減額の明細 （単位：千円）

区　分 増減額

報　酬 1,077

給　料 57,415 給与改定
に伴う増
減分

0

昇給に伴
う増加分

0

その他の
増減分

57,415

57,415 現に在職す
る職員数

その他 計

本年度 14人 人 14人

前年度 0人 人 0人

比較 14 人 14

40,372 0 勤勉手当 0 支給月数の改定

40,372

通勤手当

住居手当 40,372

時間外勤務
手当

管理職手当

地域手当

その他の
増減分

昇格に伴う
増加分

地方公営企業法適用

会計年度任用職員制度新設

職　員
手　当

制度改正
に伴う増
減分

増減事由別内訳 説　　　　　明 備　　　　　　　　考

平均改定率　　　　0.1％

地方公営企業法適用

給与改定
に伴う増
減分

その他の
増減分

0

1,077 会計年度任用職員制度新設

平均昇給率　　　　0.4％

職員数の異動状況
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　３ 給料及び職員手当の状況

    (1) 職員１人当たり給与

区              分

平均給料月額 （円）

平均給与月額 （円）

平 均 年 齢 （歳）

平均給料月額 （円）

平均給与月額 （円）

平 均 年 齢 （歳）

   (2) 初任給

   (3) 級別職員数

級 職員数（人）

７級 1

６級 2

５級

４級 2

３級 6

２級

１級 2

計 13

７級 －

６級 －

５級 －

４級 －

３級 －

２級 －

１級 －

計 － －

平成３１年

１月１日現在

－

－

－

－

－

－

－

－

－

一般行政職

構成比（％）

15.4

46.1

7.7

15.4

企業職　(1)

区           分 一 般 行 政 職 （円）
一般会計の制度

一般行政職 （円）

－

平成３１年１月１日現在

41歳7月

令和２年１月１日現在

318,992

369,649

15.4

182,200大       学       卒

100.0

高       校       卒 150,600 150,600

182,200

0.0

区   分

令和２年

１月１日現在

0.0
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    （級別の標準的な職務内容）

８級 ７級 ６級 ５級 ４級 ３級 ２級 １級

部　長 課　長
課　　長
総括主幹
技 術 監

主　幹
副主幹

係　長
主  査

主　査
主任主事
主任技師

主  事
技  師

   (4) 昇給

（Ａ） （人）

（Ｂ） （人）

１号給 （人）

２号給 （人）

３号給 （人）

４号給 （人）

５号給 （人）

６号給 （人）

７号給 （人）

８号給 （人）

(B)/(A) （％）

（Ａ） （人）

（Ｂ） （人）

１号給 （人）

２号給 （人）

３号給 （人）

４号給 （人）

５号給 （人）

６号給 （人）

７号給 （人）

８号給 （人）

(B)/(A) （％）

－ －

－ －

比　　　率 － －

－

－ －

－ －

76.9

前
 
 
年
 
 
度

職　員　数 － －

昇給に係る職員数 － －

号給数別内訳

－ －

－ －

－ －

－

代表的な職種

企 業 職 (1)

13

10 10

10 10

本
 
 
年
 
 
度

職　員　数 13

区   分

一般行政職

区                    分 合     計

昇給に係る職員数

号給数別内訳

比　　　率 76.9

－ 14 －



   (5) 期末手当・勤勉手当

支給率計

６月(月分) 12月(月分) （月分）

職員 2.250 2.250 4.50

再任用職員 1.175 1.175 2.35

会計年度任用職員 1.300 1.300 2.60

職員 2.225 2.225 4.45

再任用職員 1.175 1.175 2.35

会計年度任用職員 － － －

職員 2.250 2.250 4.50

再任用職員 1.175 1.175 2.35

会計年度任用職員 1.300 1.300 2.60

   (6) 定年退職及び定年前早期退職に係る退職手当

20年勤続の
者（月分）

25年勤続の
者（月分）

35年勤続の
者（月分）

最高限度
（月分）

備　考

24.586875 33.27075 47.709 47.709

24.586875 33.27075 47.709 47.709

   (7) 地域手当

（％）

（人）

（％）

   (8) 特殊勤務手当

（％） 0.18

（％） 7.69

代表的な特殊勤務手当の名称

   (9) その他の手当

住    居    手    当 同

通    勤    手    当 同

0.18

支 給 対 象 職 員 の 比 率
(令和 2年 1月 1日現 在 )

7.69

下水道管渠内作業手当

区          分 一 般 会 計 の 制 度 と の 異 同

扶    養    手    当 同

代  表  的  な  職  種  

一般行政職

給料総額に対する比率

区   分
その他の

加算措置等

支 給 率 等
定年前早期

退職特例措置
(2%～45%加算）

区          分 全　職　種

支 給 率 ６％

６％

一 般 会 計 の 制 度
( 支 給 率 等 )

定年前早期
退職特例措置

(2%～45%加算）

支 給 対 象 地 域 大田原市

支 給 対 象 職 員 １４

一般会計基準に基づく支給率

区   分
支給期別支給率 制度上の段階、職務の

級等による加算措置
備　考

本
年
度

前
年
度

一
般
会
計
の
制
度

有

有

有

会計年度任用職員制度
新設
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（単位：千円）

期 間 金 額 期 間 金 額 営業収益

平成２８年度水洗便所 貸付残高の
改造資金融資あっせん 年3.5/100に 44 令和２年度まで 1 1
利子負担金 相当する額

平成２９年度水洗便所
改造資金融資あっせん 〃 50 8 8
利子負担金

平成３０年度水洗便所
改造資金融資あっせん 〃 12 12 12
利子負担金

令和１年度水洗便所
改造資金融資あっせん 〃 69 69
利子負担金

令和２年度水洗便所
改造資金融資あっせん 〃
利子負担金

33,514 33,000 33,000

41,948 39,600 39,600

平成２９年度から
令和１年度まで

142 142

債務負担行為に関する調書

事     項 限 度 額

前 年 度 末 ま で の 当 該 年 度 以 降 の
左の財源
内 訳

支 払 義 務 発 生 支 払 義 務 発 生

（ 見 込 ） 額 予 定 額

マンホールポンプ保守
点検管理業務委託契約

黒羽水処理センター
運転管理業務委託契約

令和２年度から
令和３年度まで

令和２年度から
令和４年度まで

令和２年度から
令和５年度まで

令和２年度から
令和６年度まで

令和２年度から
令和３年度まで

令和２年度から
令和３年度まで

令和１年度

平成３０年度から
令和１年度まで

－ 16 －
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千円 千円 千円 千円

1

⑴

イ 194,281

ロ 320,737

△ 9,725 311,012

ハ 25,463,377

△ 790,252 24,673,125

ニ 564,258

△ 86,517 477,741

ホ 885

△ 166 719

ヘ 1,881

△ 1,273 608

ト 0

25,657,486

⑵

イ 4,095

ロ 741,793

745,888

26,403,374

2

⑴ 340,230

⑵ 90,789

△ 855 89,934

430,164

26,833,538

車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

工 具 器 具 及 び 備 品

減 価 償 却 累 計 額

建 設 仮 勘 定

施 設 利 用 権

有 形 固 定 資 産

貸 倒 引 当 金

電 話 加 入 権

令和2年度　大田原市下水道事業予定貸借対照表
(令和3年3月31日）

資  産  の  部

固 定 資 産

流 動 資 産

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

土 地

建 物

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産 合 計

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

現 金 預 金

未 収 金
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千円 千円 千円

3

⑴

イ 8,371,568

8,371,568

8,371,568

4

⑴

イ 717,385

717,385

⑵ 190,967

⑶

イ 5,516

5,516

913,868

5

⑴ 14,169,940

△ 482,168

13,687,772

22,973,208

千円 千円 千円

6

⑴

イ 3,442,471

3,442,471

3,442,471

7

⑴

イ 9,830

ロ 184,451

194,281

⑵

イ 223,578

223,578

417,859

3,860,330

26,833,538負 債 資 本 合 計

企 業 債

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

長 期 前 受 金 収 益 化 累 計 額

自 己 資 本 金 合 計

利 益 剰 余 金

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

繰 延 収 益

未 払 金

企 業 債 合 計

資 本 合 計

資 本 剰 余 金

資  本  の  部

長 期 前 受 金

賞 与 引 当 金

引 当 金 合 計

負  債  の  部

引 当 金

企 業 債 合 計

固 定 負 債

流 動 負 債

固 定 負 債 合 計

企 業 債

建設改良に要する企業債

建設改良に要する企業債

当年度未処分利益剰余金

受 贈 財 産 評 価 額

そ の 他 資 本 剰 余 金

剰 余 金

資 本 金 合 計

固 有 資 本 金

資 本 金

自 己 資 本 金
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注　　　記　　　表

Ⅰ 重要な会計方針

1 　固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

・減価償却の方法

・主な耐用年数

建物 １５年～５０年

構築物 １５年～５０年

機械及び装置 １５年～２０年

車両運搬具 　３年～　６年

工具器具及び備品 　３年～１５年

(2) 無形固定資産

・減価償却の方法

・主な耐用年数

電話加入権 非償却資産

流域下水道施設利用権 ３５年

2 　引当金の計上方法

(1) 退職給付引当金

職員の退職手当は、「大田原市一般会計、大田原市水道事業特別会計及び大田原

　市下水道事業特別会計の経費負担区分に係る協定書」に基づき、毎年度栃木県総合

　事務組合に支払う普通負担金のみを大田原市下水道事業が負担し、特別負担金及び

　積立不足等に応じて発生する追加的な費用負担は、一般会計が負担することとして

　いるため、退職給付引当金は計上していない。

(2) 賞与引当金

職員の期末手当及び勤勉手当（以下「期末手当等」という。）の支給に備えるた

　め、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上してい

　る。また、計上額は、期末手当等の当年度末支給見込額に係る法定福利費を含んで

　いる。

(3) 貸倒引当金

債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率（債権期末残高と不納欠損

　額の割合）により、回収不能見込額を計上している。

3 　消費税及び地方消費税の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜処理方式によっている。

Ⅱ 予定貸借対照表等関連

貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して１年以内に償

Ⅲ セグメント情報の開示

1 　報告セグメントの概要

　大田原市下水道事業会計は、公共下水道事業、特定環境保全公共下水道事業、農業

集落排水事業及び公共設置型浄化槽事業を運営しており、各事業で運営方針を決定し

ていることから、「公共下水道事業」、「特定環境保全公共下水道事業」、「農業集

落排水事業」、「公共設置型浄化槽事業」の４つを報告セグメントとしている。

定額法による

　企業債償還に係る他会計の負担

　還予定のものも含む）９，０８８，９５３千円のうち「大田原市一般会計、大田原市水

　道事業会計及び大田原市下水道事業特別会計の経費負担区分に係る協定書」に基づき一

　般会計が負担すると見込まれる額は、７，８３７，５０９千円である。

定額法による
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　各報告セグメントの事業の内容は以下のとおりである。

2 　報告セグメントごとの営業収益等

0
789,538
939,061
15,574

1,537,088

△ 848,622
239,152

26,833,538
22,973,208

77,095
60,983

771

153,792

△ 78,917
11,892

1,231,441
1,317,365

△ 395,684

56,469
0

4,615

15,015
0

11,680
1

163,255

536
0

△ 273,906 7,434 △ 128,668 △ 544

491,440
9,652

1
80,091

128,669257,969

149,071
13,732,959
10,609,882

355,926

△ 334,057

364,034

△ 285,860

190,260

△ 149,788

88,033

71,285 6,904
3,871,154
3,002,024

268,484

8,043,937
7,997,984

　 特別損失
　 受取利息
　 支払利息

   有形固定資産及
　 び無形固定資産
   の増加額

 経常損益
 セグメント資産
 セグメント負債
 その他の項目
　 他会計補助金
　 減価償却費

（単位：千円）

 営業収益

 営業費用

 営業損益

公共下水道
事業

特定環境保
全公共下水

道事業

農業集落
排水事業

公共設置型
浄化槽事業

合計

494,945 78,174 40,472 74,875 688,466

829,002

　　　当年度（自令和２年４月１日　至令和３年３月３１日）

事業区分 事業の内容

公共下水道事業

特定環境保全公共下水道事業

農業集落排水事業

公共設置型浄化槽事業

公共下水道事業における処理区域において下水及び雨水を処
理する業務

特定環境保全公共下水道事業における処理区域において下水
を処理する業務

農業集落排水事業における処理区域において下水を処理する
業務

上記以外の処理区域で下水を処理する業務
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千円 千円 千円

1

⑴ 662,413

⑵ 23,820

⑶ 2,233 688,466

2

⑴ 69,508

⑵ 29,358

⑶ 72,940

⑷ 85,194

⑸ 115,149

⑹ 223,190

⑺ 939,061

⑻ 2,688 1,537,088

848,622

3

⑴ 1

⑵ 789,538

⑶ 484,494

⑷ 0

⑸ 777 1,274,810

4

⑴ 163,255

⑵ 0

⑶ 23,781 187,036 1,087,774

239,152

5

⑴ 0 0

6

⑴ 0

⑵ 15,574 15,574 △ 15,574

223,578

0

0

7 223,578当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

特 別 利 益

特 別 損 失

経 常 利 益

過 年 度 損 益 修 正 益

その他未処分利益剰余金変動額

当 年 度 純 利 益

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金

そ の 他 特 別 損 失

令和2年度 大田原市下水道事業会計予定損益計算書
（令和2年4月1日から令和3年3月31日まで）

長 期 前 受 金 戻 入

雑 収 益

営 業 収 益

ポ ン プ 場 費

受取利息及び配当金

減 価 償 却 費

管 渠 費

他 会 計 補 助 金

処 理 場 費

営 業 外 収 益

資 本 費 繰 入 収 益

支 払 利 息

雑 支 出

固 定 資 産 売 却 損

下 水 道 使 用 料

他 会 計 負 担 金

そ の 他 の 営 業 収 益

営 業 費 用

営 業 損 失

営 業 外 費 用

浄 化 槽 費

総 係 費

流 域 下 水 道 負 担 金

資 産 減 耗 費

借 入 金 利 息
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千円 千円 千円 千円

1

⑴

イ 194,281

ロ 320,737

0 320,737

ハ 24,941,439

0 24,941,439

ニ 564,258

0 564,258

ホ 885

0 885

ヘ 1,881

0 1,881

ト 0

26,023,481

⑵

イ 4,095

ロ 771,482

775,577

26,799,058

2

⑴ 360,648

⑵ 88,961

0 88,961

449,609

27,248,667

減 価 償 却 累 計 額

令和2年度　大田原市下水道事業予定開始貸借対照表
(令和2年4月1日）

資  産  の  部

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

土 地

建 物

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

固 定 資 産 合 計

車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

工 具 器 具 及 び 備 品

減 価 償 却 累 計 額

建 設 仮 勘 定

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

電 話 加 入 権

無 形 固 定 資 産 合 計

施 設 利 用 権

流 動 資 産

現 金 預 金

未 収 金

貸 倒 引 当 金

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計
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千円 千円 千円

3

⑴

イ 8,774,453

8,774,453

4

⑴

イ 717,390

717,390

⑵ 200,866

918,256

5

⑴ 13,919,206

13,919,206

23,611,915

千円 千円 千円

6

⑴

イ 3,442,471

3,442,471

3,442,471

7

⑴

イ 9,830

ロ 184,451

194,281

194,281

3,636,752

27,248,667

固 定 負 債

負  債  の  部

企 業 債

建設改良に要する企業債

企 業 債 合 計

流 動 負 債

企 業 債

建設改良に要する企業債

企 業 債 合 計

未 払 金

自 己 資 本 金

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

長 期 前 受 金 収 益 化 累 計 額

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

資  本  の  部

資 本 金

固 有 資 本 金

自 己 資 本 金 合 計

資 本 金 合 計

剰 余 金

資 本 剰 余 金

受 贈 財 産 評 価 額

そ の 他 資 本 剰 余 金

資 本 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計
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積　算　内　訳　書
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積 算 内 訳 書
収益的収入

区　　　分 金　額

1 2,031,000 2,031,000

1 756,188 756,188

1 下水道使用料 730,000 730,000

公共下水道使用料 601,400

農業集落排水施設使用料 44,900

浄化槽使用料 83,700

2 他会計負担金 23,820 23,820

他会計負担金 23,820 雨水処理に要する経費 23,820

3
そ の 他 の
営 業 収 益

2,368 2,368

手 数 料 2,170 設計審査、竣工検査手数料等 135

指定工事事業者申請手数料等 2,035

雑 収 益 198 下水道台帳写し 198

2 1,274,811 1,274,811

1
受取利息及び
配 当 金

1 1

預 金 利 息 1 預金利息

2 他会計補助金 789,538 789,538

他会計補助金 789,538 一般会計補助金

　維持管理費に係る補助分 791

　資本費に係る補助分 788,063

　児童手当分 684

3 484,494 484,494

国庫補助金戻入 197,483

県補助金戻入 69,868

工事負担金戻入 54,064

そ の 他 長 期 163,079

前 受 金 戻 入

4 資本費繰入収益 1 1

資本費繰入収益 1

5 雑 収 益 777 777

その他雑収益 777 その他雑収益

3 1 1

1
過 年 度 損 益
修 正 益

1 1

1 期間外損益修正

特 別 利 益

過 年 度 損 益
修 正 益

（単位：千円）

款　項　目
当年度
予定額

前年度
予定額

比　較

長 期 前 受 金
戻 入

長期前受金（償却資産の取得
又は改良に充てるために交付
された補助金等）を減価償却
に応じて収益化する額

営 業 収 益

節
説　　　　　　　　明

下 水 道 事 業 収 益

営 業 外 収 益
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収益的支出

区　　　分 金　額

1 1,801,000 1,801,000

1 1,606,520 1,606,520

1 管渠費 90,505 90,505

備 消 品 費 38 有毒ガス探知機ユニット

燃 料 費 142 車両燃料費ほか

委 託 料 12,800 管渠TV調査ほか

手 数 料 27 車検代行手数料、タイヤ交換手数料

修 繕 費 77,410 管渠、マンホール周囲修繕費

公 課 費 17 車両重量税

保 険 料 68 車両自賠責保険料、任意保険料

雑 費 3 車検印紙代

2 ポンプ場費 32,365 32,365

備 消 品 費 200 非常通報用バッテリー

燃 料 費 24 緊急時発電燃料ほか

光 熱 水 費 9,226 施設電気料

通 信 運 搬 費 1,833 電話回線使用料

委 託 料 17,981 電気工作物保安業務委託料ほか

賃 借 料 94 下水道施設土地賃借料

修 繕 費 3,000 施設、機械設備等修繕費

雑 費 7 軽油引取税

3 処理場費 81,050 81,050

備 消 品 費 94 作業用消耗品ほか

燃 料 費 20 緊急時発電燃料ほか

光 熱 水 費 345 水道料金

通 信 運 搬 費 194 電話回線使用料

委 託 料 58,670 電気工作物保安業務委託料ほか

手 数 料 106 一般廃棄物収集運搬手数料

修 繕 費 3,800 施設、機械設備等修繕費

動 力 費 17,800 施設電気料

雑 費 21 軽油引取税ほか

4 浄化槽費 95,635 95,635

旅 費 29 出張旅費

備 消 品 費 80 浄化槽消耗品ほか

印 刷 製 本 費 347 点検記録表印刷代

通 信 運 搬 費 32 郵送料

委 託 料 85,178 浄化槽保守点検及び清掃業務委託

修 繕 費 9,969 施設、機械設備等修繕費

5 流域下水道費 245,411 245,411

6 総 係 費 119,805 119,805

給 料 34,011 職員給（９人）

手 当 等 21,546 扶養手当 979

期末手当 8,365

勤勉手当 6,178

通勤手当 994

特殊勤務手当 102

地域手当 2,035

時間外勤務手当 1,113

下 水 道 事 業 費 用

営 業 費 用

北那須流域下水道
維持管理負担金 245,411

（単位：千円）

款　項　目
当年度
予定額

前年度
予定額

比　較
節

説　　　　　　　　明
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区　　　分 金　額

（ 総 係 費 ） 管理職手当 1,096

児童手当 684

賞与引当金繰入額 5,516 賞与引当金引当額

報 酬 1,077 会計年度任用職員給与

法 定 福 利 費 16,555 市町村職員共済組合負担金 10,336

退職手当組合負担金 5,329

地方公務員災害補償基金負担金 150

社会保険料等 740

旅 費 93 出張旅費

報 償 費 2,760 受益者負担金一括報奨金

備 消 品 費 178 事務用消耗品ほか

燃 料 費 43 車両燃料費

印 刷 製 本 費 170 受益者負担金申告書ほか

通 信 運 搬 費 160 郵送料

委 託 料 32,950

手 数 料 88

賃 借 料 2,422 会計システムリース料ほか

修 繕 費 87 車両修繕費ほか

会 費 負 担 金 782 日本下水道協会負担金ほか

保 険 料 363 管渠、処理場等保険料

補 助 金 140

貸倒引当金繰入額 855 貸倒引当金引当額

公 課 費 7 車両重量税

雑 費 2 車検印紙代

7 減 価 償 却 費 939,061 939,061

有形固定資産 889,559

減 価 償 却 費

無形固定資産 49,502

減 価 償 却 費

8 資 産 減 耗 費 2,688 2,688

固定資産除却費 2,688

2 177,905 177,905

1 支 払 利 息 163,305 163,305

企 業 債 利 息 163,255

借 入 金 利 息 50

2 消 費 税 及 び 14,500 14,500

地 方 消 費 税 消 費 税 及 び 14,500

地 方 消 費 税

3 雑 支 出 100 100

その他雑支出 100

3 15,575 15,575

1 固定資産売却損 1 1 固定資産売却損 1

2 その他特別損失 15,574 15,574 その他特別損失 15,574 令和元年度消費税及び地方消費税 9,877

R2分賞与引当金 4,758

R2分不納欠損額 939

4 1,000 1,000

1 予 備 費 1,000 1,000
予 備 費 1,000

下水道使用料徴収等業務委託ほか

営 業 外 費 用

特 別 損 失

予 備 費

口座振替手数料ほか

水洗便所改造資金融資あっせん利子補助

（単位：千円）

款　項　目
当年度
予定額

前年度
予定額

比　較
節

説　　　　　　　　明
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資本的収入

区　　　分 金　額

1 629,000 629,000

1 353,100 353,100

1 企 業 債 353,100 353,100

企 業 債 353,100 建設改良工事に充てる企業債

　公共下水道事業 102,900

　特定環境保全公共下水道事業 173,700

　特定地域生活排水処理事業 54,700

　流域下水道事業 21,800

2 39 39

1 他会計負担金 39 39

他会計負担金 39 一般会計負担金

3 27,764 27,764

1 工 事 負 担 金 27,764 27,764

受益者負担金 20,364

受益者分担金 7,400

4 181,439 181,439

1 国 庫 補 助 金 181,439 181,439

下 水 道 事 業 181,439 社会資本整備総合交付金

国 庫 補 助 金 　公共下水道事業 70,000

　特定環境保全公共下水道事業 87,500

循環型社会形成推進交付金

　公共設置型浄化槽事業 23,939

5 66,658 66,658

1 他会計補助金 66,658 66,658

他会計補助金 66,658 一般会計補助金
　企業債償還元金分 66,250
　児童手当分 408

資本的支出

区　　　分 金　額

1 1,363,000 1,363,000

1 645,609 645,609

1 管渠等建設改良費 535,424 535,424

給 料 23,404 職員給（5人）

手 当 等 15,142 扶養手当 998

期末手当 6,307

勤勉手当 4,427

通勤手当 381

時間外勤務手当 766

管理職手当 452

地域手当 1,403

児童手当 408

法 定 福 利 費 11,658 市町村職員共済組合負担金 7,730

退職手当組合負担金 3,928

工 事 負 担 金

国 庫 補 助 金

他 会 計 補 助 金

資 本 的 収 入

企 業 債

他 会 計 負 担 金

（単位：千円）

款　項　目
当年度
予定額

前年度
予定額

比　較
節

説　　　　　　　　明

（単位：千円）

款　項　目
当年度
予定額

前年度
予定額

比　較
節

説　　　　　　　　明

資 本 的 支 出

建 設 改 良 費
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資本的支出

区　　　分 金　額

(管渠等建設改良費) 事 務 費 671

委 託 料 59,000 公共下水道事業 1,000

　単独事業 1,000

　・実施設計業務委託

特定環境保全公共下水道事業 58,000
　補助事業 56,000

　・管渠実施設計業務委託

　・地質調査業務委託

　単独事業 2,000

　・実施設計業務委託ほか

工 事 請 負 費 417,549 公共下水道事業 180,000

　補助事業 140,000
　・上石上地区汚水管渠工事

　・耐震化工事　

　単独事業 40,000
　・上石上地区汚水管渠工事

　・美原地区汚水管渠工事

　・汚水桝設置工事　ほか

特定環境保全公共下水道事業 232,149

　補助事業 119,000

　・中田原地区汚水管渠工事

　・小滝地区汚水管渠工事

　・富士見地区汚水管渠工事

　単独事業 113,149

　・中田原地区汚水管渠工事

　・小滝地区汚水管渠工事

　・富士見地区汚水管渠工事

　・汚水桝設置工事　ほか

農業集落排水事業 5,400

　単独事業 5,400

　・汚水桝設置工事　ほか

補 償 費 8,000 公共下水道事業 1,000
特定環境保全公共下水道事業 7,000

2 浄 化 槽 88,353 88,353

建 設 改 良 費 事 務 費 784

委 託 料 2,849 浄化槽設計委託料

工 事 請 負 費 84,720 補助事業

　・浄化槽設置工事 84,720

3 流 域 下 水 道 21,832 21,832

建 設 負 担 金 負 担 金 21,832

2 717,391 717,391

1 企業債償還金 717,391 717,391

企業債償還金 717,391 公共下水道事業 346,260

特定環境保全公共下水道事業 181,539

農業集落排水事業 96,935

特定地域生活排水処理事業 30,886

流域下水道事業 61,771

企 業 債 償 還 金

節
説　　　　　　　　明

（単位：千円）

款　項　目
当年度
予定額

前年度
予定額

比　較
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